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要 約

1980年代以降,中国経済には高い成長率が続

いている｡ 経済成長は2種類の成長の合計であ

り,その一つは,投入 (インプット),すなわ

ち人的,物的資本投入の増大による産出の拡大,

もうひとつは,生産効率の改善,つまり同量の

投入で産出 (アウトプット)を増やすことによ

る成長である｡持続的な経済成長を実現するに

は,生産効率の改善がもっとも重要である｡

本稿は生産効率を測る指標一仝要素生産性

(TFP)を用いて,中国の産業連関表を基礎

データに,1980年以降の中国産業部門の仝要素

生産性の時系列的推移を数量的に示し,その成

長要因の解明に努めた｡ 本研究からは中国産業

部門の生産効率が向上しつつあることが分かっ

た｡また,TFP成長要因に関する回帰分析か

らは,その生産効率の向上が,技術 (TFP成

長)のスピルオーバー,産業間リンケージによ

る所が大きいという結論が出された｡一方,

R&D投資及び技術輸入のTFP成長に果たす

役割は検証されていない｡理由の一つは,分析

期間においては,R&D投資あるいは技術輸入

などの要素よりも,経済政策及び経営手法の改

良による生産効率の向上のほうが効果的に働い

ているということであり,もう一つは,分析期

間においては,中国の産業部門では充分に効率

的なR&D投資および技術輸入が行われてい

ないということであると筆者は推測する｡

Ⅰ は じめ に

1970年代から,シンガポール,韓国,台湾,

香港など東南アジアの国 ･地域が日本経済の後

を追い続々と高度経済成長期に突入し,そして

1980年代末期から,中国もその仲間に加わり目

覚しい経済成長が続いている｡ アジアの成長を

巡って世界中が興奮していたなか,マサチュー

セッツ工科大学のポール ･クルーグマン教授は,

『フォーリン･アフェア-ズ』(1994年11,12

月号)にあの有名な ｢まぼろしのアジア経済｣

(Krugman,P.[1994])を寄稿 し,東南アジア

型の経済成長の持続可能性に疑問を投げかけた｡

クルーグマン教授は,現在の東アジアの経済成

長が,昔のソビエ ト経済と同工異曲的なもので,

単なるインプットの急速な増大によるものであ

る,従って,そのような成長は一回きりのもの

で持続可能的ではないと主張している｡

経済成長は2種類の成長の合計である｡ その

ひとつは,投入 (インプット),すなわち人的,

物的資本投入の増大による産出の拡大,もうひ

とつは,生産効率の改善,つまり同量の投入で

の産出 (アウトプット)を増やすことによる成

長である｡ 後者の場合,優れた経営手法や経済

政策の結果としてもたらされることもあるが,

長期的に見れば,主に知識 ･技術の増加によっ

てもたらされる｡資源の追加投入による経済規

模の拡大は国民生活水準の向上をもたらすもの

の,限界に突き当たるときが必ずやってくるの

で,持続的な経済成長を実現するためには,技

術革新や新しい技術の開発による生産効率の改

* 本稿の作成にあたっては,京都大学経済研究所の佐和

隆光教授,今井晴雄教授,大阪経済大学の泉弘志教授か

ら大変貴重な助言を頂きました｡ここでお礼を申し上げ

ます｡
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善が重要となってくる｡ そのため,生産効率の

指標のひとつとしての仝要素生産性 (TFP)

の推測は,国民経済成長勘定において重要な一

角を占めている｡

1997年末に東南アジアを襲った金融危機,そ

れに伴ったアジア経済全体の後退など,クルー

グマン教授の予言に現実性を帯びさせるような

出来事があった｡果たして東南アジア経済に

灯った発展の曙光が幻であって,やがては消え

てゆくものなのか,それとも,東南アジア経済

の成長には人々を奮い立たせる要素が疑問なく

実在しているのか｡本稿はそれらの疑問に直接

答えを与えようとするものではないが,任文

[1999]の日本経済の仝要素生産性に関する分

析に続き,中国経済のデータを用いて1981年以

後の中国経済の仝要素生産性の計測を行い,そ

の成長をもたらす要因を確かめようと試みるも

のである｡また東南アジアのいくつかの代表的

経済の仝要素生産性に関する実証分析を重ね合

わせることによって東南アジアの経済発展の一

つの全体像を措き,最終的に上述の疑問に答え

ようとする研究の一環でもある｡

任文 [1999]の日本経済に関する研究からは,

1960年から1990年の30年間に,日本経済の年

平均仝要素生産性の成長率が,アメリカ経済

と比べれば,ほぼ2倍の水準を達成 している

ことがわかった｡また,産業部門の R&D投

餐,知識 (R&D投資)のスピルオーバー,技

節 (TFP成長)のスピルオーバーが成長の重

要要因になっているとの結論も出されている｡

本稿は中国の TFP成長の計測や,そのTFP

成長をもたらす要因の解明などの試みを通じて

1981年以来中国のマクロ経済成長を支えてきた

原因を明らかにしたい｡1978年に市場経済へ積

極的に移行し始めてから,中国経済には高い成

長率が続いている｡ しかし,中国経済の仝要素

生産性を取り上げて数量的に分析する研究は非

常に少なく,そしてその成長要因が何であるか

に関する分析は筆者の知る限り未だなされてい

ない｡本稿はその空白を埋めようとするもので

あり,中国における1981年以降の仝要素生産性
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(TFP)の成長率を計測し,R&D投資,技術

輸入,産業連関などいくつかの側面から,その

成長要因を解明しようと試みた｡

それは今まで日本,アメリカのデータを使っ

て得られた結果とは一致しないところもあった

が,分析結果はわれわれが中国経済に対する観

察から得られる直感と合致するところが多くあ

り,その直感に実証的な根拠を与えることが出

来たと思われる｡

本稿の第Ⅱ節では産業連関分析の枠組から部

門別 TFP成長,集計マクロ経済の TFP成長

を計測し,第Ⅲ節ではTFP成長要因の回帰分

析を行い,第Ⅳ節では分析に用いたデータに関

して,その出所及び推計手続きについて簡単に

説明し,第V節では分析結果について考査する｡

最後は参考文献である｡

ⅠⅠ 全要素生産性成長の計測 (1981-95)

1 産業部門別 TFP成長率の計測

ここでは Leontiefの定義式に基づきwolff

などが発展させたモデルに少し修正を加えて中

国の TFP生産性の成長の測定に適用した1)｡

まず,TFP成長率の計測式について説明する｡

X,:t時点の産業部門別の総生産ベクトル

Y,:t時点の最終需要ベクトル

A,:t時点の中間投入係数マ トリックスで,

産業部門の生産技術を表わす

L,:t時点の労働投入係数ベクトルであり,

lltは産出単位当りに必要な就業者人数

K,:t時点の固定資本マ トリックスであり,

転 は,産出単位当りに必要とする資本

を表す

Pt:t時点の価格ベクトルであり,各産業部

門の産出の価格を表わす

wt:t時点の年賃金率

γ′:J時点の資本収益率

ある期間における各産業部門の TFP成長率

1) 任文 [1999] ｡



34 調査と研究 第20号 (2000.10)

表1 産業部門別 TFP成長 (1981-95)

TFP成長率 (年率,%)

198ト83 1983-87 1987-90 1990-92 1992-9

5 平均農 業 1.74 1.40 0.60 2.44

5.95 2.36金 属 鉱 業 1.85 -0.49 -1.5

2 1.81 1.59 0.49電 力 -8.50 3.23

-5.10 -2.02 -6.03 -3.33石炭 .石炭製 品 1.19

-0.65 -3.91 -4.48 4.23 -0.47石油 .石油製 品 -0.83 -1.97 -1.92 -6.66 -6.66

-3.30化 学 工 業 1.03 2.14 0.45 3.61

3.12 1.97機 械 工 業 4.25 4.71 3.10 3.

79 5.19 4.27建材 .非金属鉱業 1.31 -0.92

1.73 4.16 3.92 1.70木 材 . 家 具 -3.

84 3.96 3.49 3.08 6.03 2.60食 品 工 業 1.84 1.31 2.10 -0.54 5.76 2

.22紡 績 工 業 0.07 1.05 -0.44 2.72 2.

45 1.06衣 服 . 毛 皮 5.78 0.27 3.35 1.6

0 6.41 3.39製紙 .文芸用 品 2.86 1.05 2.

10 2.82 3.39 2.33そ の 他 の 工 業 -0.66 4.

56 4.70 7.01 8.06 4.57建 築 業 -1.10

0.97 -2.10 -1.12 1.81 -0.17運 輸 . 通 信 2.15 6.24 -2.75 -1.22 -2.84 0

.81商 業 . 飲 食 -6.12 5.34 -5.34

-6.06 0.81 -1.51その他のサービス 2.05 3.94 -2.94 -1.76 -

1.32 0.37を次の式で計算する｡

TFPGRT,･T≡7EjT

--(∑,p-iTAa"･T+ W-TAl,
･T+p-′TAkjT/d,･)/p-

,･T (1)ただし,p-,

Tは期間 Tにおける各中間財の平均価格, u)-Tは T期に

おける全産業部門の平均賃金,p-′Tは T期にお

ける資本財の平均価格,P,･Tは T期にお

けるj部門製品の平均価格,5,は資本ス ト

ックの平均耐用年数である｡また,離散量で T

FP成長率を計測するので,』̀'を用いてそれ

ぞれの投入係数の変化を表わしている｡TFPGRT,.は産業部門別の TFP成長のベク

トルであり,

各投入要素の投入係数の変化率を金額ウエートで加重

平均したものである｡ 生産技術の変化は,各生産要素

の投入係数の変化をもたらすことで要素投入コ

ストに影響を及ぼす｡技術変化の結果として単位産出当りの投入コストが減少すれば全要素生産性が向上したという ことになる｡本稿

では,利用するデータの性質から,1981年から19

95年にいたる14年を5つの期間に区分して TFP成長を測っている｡ この五

つの期間の区分は1981-83,1983-87,1987-90,1990-92,

1992-95になっているが,データの制限から,

1981年から1987年までの2期間は18産

業部門,その以後の3期間は18産業部門及び28産

業部門で TFP成長を計測した｡次の表 1

には18部門に統一したすべての分析期間の TFP成長の計測結

果がまとめられている｡表1から明らかの

ように,分析期間においては,中国産業部門の

仝要素生産性は持続的に上昇しており,平均伸び率は

1.39%に達している｡期間別から見ると,最も
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図1 各投入要素のTFP成長に対する寄与
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･非金属鉱業機械工業化学工業石油･石油製

品石炭･石炭製品電力金属鉱業農業れ

に伴いTFP成長も回復しつつある｡部門別

で見ると,農業と製造業が高い TFP成長を達成

しており,製造業の中で,TFP成長が機械

,衣服 ･毛皮,木材 ･家具,製紙,食品,化学

工業などの順になっており,消費財関連産業のT

FP成長が比較的高いことがわかる｡一方,電

力,石炭 ･石炭製品,石油 ･石油製品などの

エネルギー関連産業は,ほとんどの期間において,仝要

素生産性が下降している｡ また,建築業,商業

･飲食業2部門ではTFPの伸び率がマイナス

になっている時期が多 く,全分析期間の平均 T

FP伸び率もマイナスになっている｡エネ

ルギー関連部門の計測 TFP成長がマイナスであ

ることは,単純な理屈で説明できる部分がかな

りあると思われる｡ 現段階は,中国経済が計画

経済から市場経済へと移行していくさなかであ

り,中央政府は物価の上昇率を押さえ,基礎工

業の存続を図るために,エネルギー製品に関し

て二重価格制をとっている｡ この二重価格制のもとで,市場価格ではなく

,政府が規定した価格で取引されている場合

が多く,生産コス トの変化が製品価格に反映し

にくい｡それがエネルギー部門の計測 TFPに

影響を及ぼしているに違いないだろう｡サ

ービス部門の TFP伸び率がマイナスになっている原因は比較的複雑である｡ その一つ は統計

データに問題があると言えよう｡ 従来,サービ

ス業は中国経済でも私営経済が占める割合が大

きい業界である｡ その中には,家族経営の零細企業が数多くあり,この部分が

統計に収められていない可能性がある｡ また,

今の段階では,サービス業のデフレ一夕の推計

はかなり粗末なものである｡ それらが計測 TF

P成長の精度に影響しているだろう｡TF

P成長,すなわち生産効率の向上は,各生産要

素の産出単位あたりの投入減少によって実現される｡ 本稿

の分析枠組では,生産要素は労働,資本,中間生

産物の3つを含んでいる｡この3つの投入要素のTF

P成長に対する寄与を明らかにするために,1

981年から1995年までの15年間におけ

る,各要素の投入コストの変化が TFP成長に占

める平均的割合を図1に示した｡図1から

分かるように,過去15年の間に,すべての部

門において産出単位あたりの労働投入が減少して

おり,農業,金属鉱業,石炭,建材,紡績,衣

服 ･毛皮,製紙,運輸,通信などの部門では,

労働効率の向上が TFP成長の半分以上を占め

ている｡TFP成長がマイナスになっている
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た,電力,石油,建材,食品以外の部門では,

産出単位あたりの資本投入も減少した｡全体か

ら見れば,労働生産性の向上がTFP成長の促

進要因になっており,中間投入の増加がTFP
成長の阻害要因になっている｡

2 マクロ経済のTFP成長率

ここでは,Wolff[1992]に従い,マクロ経

済の集計TFP成長率について計測してみる｡

Leontiefの価格モデルは次の式で表すこと

ができる｡

P-Pa+u)I+rk

そして標準的なマクロ経済のTFP成長 (p)
の定義は次の形をとっている｡

p-(PdY-uJdL-rdK)/y

ただし,yt-PEY,は t年の当年価格で表わす国

民総生産,L,-l,Xtはt年の社会全体の労働投

入,K,-ktXtは t年の社会全体の資本ス トッ

クである｡

上の定義式は次のように書き換えることがで

きる｡

p-%TdlogY一重 dlogL-些 dlogKy y

明らかに,集計 TFP成長 pは,生産性成
長の金額ウェイトによる加重平均である｡

Leontiefの数量モデルは下の式で表すこと

ができる｡

Y-(I-a)X

従って,dY-(I-a)dX-(da)X

また,dL-ldX+(dl)X
dK-kdX+(dk)Xによって,次の式

が得られる｡

第20号 (2000.10)

表2 マクロ経済のTFP成長 (1981-95)

マクロ経済のTFP 実質GDP成長
率成長率 (年率,%) (年率

,%)1981-83 2.0

5 9.61983-87 4

.78 ll.91987-90

-1.09 6.61990-92 2.17 ll.6

1992-95 7.80 ll.6p-[

p(ト a)dX-P(da)X-uJldX-u)(dl)

X-rkdX-r(dk)x]/y従って,p--lpda+wdl+rdk]X/y

これを部門別TFP成長の定義式を合わせると,次のマクロ経済のTFP成長率計測式が得

られる｡p-7EPX/y (2)ただし,7Tは産業部門別TFP成長ベクトル

,クは各部門産出の価格ベクトルである｡(
2)式に基づき,マクロ経済のTFP成長率が計測され,

その結果が次の表2にまとめられている｡表 2から

明らかのように,1987-90期間を除く

と,中国経済の集計 TFPは向上している｡特に19

92-95期間においては,マクロ経済の生産効率の向

上が著しいものであった｡1987-90期

間ではTFPが下落している｡ それはその時期に

おいてマクロ経済成長率が低い水準に陥り,それが遊休設備 ･人員をもたらし,生産の効率

性を損なったことによるものだと思われる｡

ⅠⅠI TFP成長の要因分析

日本,アメリカなどのTFP成長の要因分析に

関しては,数多くの研究成果が蓄積されている

｡ それらの研究は,ある産業の生産性の上昇を

もたらす要因は,その産業で行われるR&D投

資のほかにさまざま存在しており,中でも,R

&D投資のスピルオーバーが重要であると指摘
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ピルオーバーがTFP成長に貢献していること

も実証分析によって明らかにされた｡さらに,

後発経済の場合,研究開発投資に比べて,海外

の進んだ技術を輸入する方がはるかに費用効率

的であるため,技術輸入から得るところが多い

との指摘もあり,戦後日本経済の奇跡的な成長

もそれによるところが大きいと見られている｡

ここでは,中国経済のTFP成長要因を解明

するために,TFP成長に影響を及ぼすいくつ

かの経路について検討し,それぞれに回帰分析

の説明変数としての定義式を与え,回帰分析を

試みる｡

1 説明変数の設定

(1) 研究開発 (R&D)投資

1995年度の中国企業の研究費総額は366億元

に達した｡これは企業の売上高の0.4%にあた

る｡ また,1981年度と比べると,R&D投資は

名目で4倍の伸びになっている｡R&D投資の

内訳をみると,新製品開発にあたる資本設備の

購入,人件費などが含まれている｡ 一般的には,

R&D投資は直接に産出の増加につながらない｡

しかし,その活動の成果として新しい製品が開

発されたり,企業現存の生産技術を改善させた

りすることを返して,企業の生産効率を高め,

間接に産出の増加をもたらす｡

産出単位あた りの R&D投資を表す係数

RDGDO(以下 R&D投資集約度とよぶ)は次

のように定義する｡

RDGDO,･L=RD,･,/X (3)

ただ し,RD,･tは t時点 における j部門の

R&D投資額である｡ R&D投資集約度は,j

部門の R&D投資額をその総産出で除算して

求められ,産出単位当たりの R&D投資額を

表わしている｡

(2)技術輸入

技術は知識,情報の集合であり,様々なルート

によって伝播される｡2つの地域に技術格差が

存在する時,技術輸入を行うことで,その格差
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を短期間で縮めることができる｡ 現在の中国に

は,技術輸入の主なルートとして,技術売買と

外資による直接投資がある｡技術売買は技術そ

のものの導入であり,直接投資では投資活動に

伴い技術の移転が行われる｡

日本が明治維新以来,欧米の先進技術を活発

に導入しそれを自国の技術水準の向上に役に立

たせたこと,そして第二次世界大戦後もそれが

経済の高度成長に大きく貢献したことは研究に

よって明らかにされている｡また,1970年代以

後の東南アジアの新興工業諸国は,積極的に外

国投資を誘致し利用することで自国の技術進歩

と経済成長のテンポを速めたこともしばしば指

摘されている｡

中国は1978年以後,経済の改革開放と市場経

演-移行する方針を確立した｡それ以来,技術

購入と外資の誘致を積極に進めている｡ 技術の

購入は,設備,技術ライセンスの購入,合作生

産による技術ノウハウの習得など多くの形で行

われており,外資による直接投資は合作経営,

技術提携,独資経営などの形をとっている｡

1983年時点では,中国に対する外国資本の直接

投資は契約ベースで19.2億米 ドルであった｡そ

れに対し,1995年には,その総額が912.8億米

ドルに達し,1983年の数十倍までに増えた｡外

国技術の購入は,1979年には24.8億米 ドルで

あったが,1995年には130.3億米 ドルにまで増

えた｡

技術購入でも外国資本の直接投資でもともに

技術移転を伴うが,実際の効果は異なってくる｡

技術購入の場合,単に先進技術を輸入する場合

が多く,技術輸入を行う企業がその技術を吸収

し生かせるか否かは,その企業の経営能力と技

術基盤如何になる｡ 一方,直接投資の場合,技

術そのものだけではなく,経営手法,そしてノ

ウハウがともに移転され,それによって移転さ

れた技術が活用される条件がある程度予め整え

られるため,技術を生かすことが容易になると

言えよう｡

従ってここでは,技術輸入に関して二つの説

明変数を定義する｡ひとつは,技術購入による
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技術輸入の変数を,技術売買に伴う支払金額の

技術購入を行った部門の産出に占める割合で定

義する｡

IMTGDO,-(MTjf/X,･ (4)

ただし,IMTjtは t時点に部門ノの輸入技術費

用,X,はj部門の総生産である｡

そしてもうひとつは,各部門で行われた外国

資本の直接投資の金額がその部門の産出に占め

る割合で定義する｡

INVGDOj=INV,･(/XJ (5)

ただし,INV,I,は t時点でのj部門の外資によ

る直接投資額,X,･はj部門の総生産である｡

(3) 知識と技術のスピルオーバー

中間財投入による知識 (R&D投資)のスピ

ルオーバーは,RDMINDと表わされ,次のよ

うに定義される｡

RDMIND,･t…∑,･aP,･t･RDGDO,t (6)

ただし,AP-(aP,･,)は自部門のR&D投資の重
複計算を避けるために,原材料投入係数マ ト

リックスの対角要素を "0"に置き換えたもの

である｡

明らかなように,この式では,中間財による

知識のスピルオーバーは,中間財を供給する川

上部門のR&D投資額の川下部門の産出に対

する集約度と,中間財を提供する川上部門から

の投入が川下部門の産出額に占める割合に影響

されるという仮定が置かれている｡

技術 (TFP成長)のス ピルオーバ ーは

TFPINDと表わされ,次のように定義される｡

TFPIND,.t…∑,aP),･TFPGRTlt (7)

この式にも,川上部門のTFP成長が川下産業

部門に及ぼす影響が,川上部門からの中間財投

入が川下部門の投入構造に占める割合に影響さ
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れるという仮定が置かれている｡

2 回帰モデルーその1-

Wolff[1997]に基づき,次の回帰モデルを

組む｡

TFPGRTjT-bo+blRDGDO,T

+b2RDMINDjT

+b3TFPIND,T

+b4IMTGDO,T

+b5INVGDO,.T

+C8,90D8,90+E,･T (8)

ただし,bo,bl,b2,b,,b4,b5と Cは回帰係

数,Dはダミー変数,E,･Tは誤差項である｡
すべての部門のR&D投資収益率が等 しい

という仮定のもとで,説明変数 blはR&D投
資の直接影響率と解釈される｡ それは産出単位

あたりのR&D投資が1%増えるとき,TFP

成長率が何%増加するかを表わしている｡ b2

はR&D投資の間接影響率だと解釈され,中

間投入に含 まれる川上部門の R&D投資が

1%増加 した時,川下部門の TFP成長率が

何%増加するかを表わしている｡ この2つの項

の合計はR&D投資の総影響率である｡ 説明

変数 b3は川上部門の1%のTFP成長が,川

下部門に何%のTFP成長をもたらしたかを表

すと考えられる｡b4が産出単位当たりの技術

輸入の変化,bSが産出単位あた りの外国資本

投資の変化がTFP成長率に及ぼす影響を表す｡

また,1987-90期間についてのダミー変数が導

入され,外部環境の変化がTFP成長に及ぼす

影響について推測を行う｡

198ト83,1983-87期間に関してはデータ不足

なので,ここではプールした28部門の3期間

(1987-90,1990-92,1992-95)のクロスセク

ション時系列データをもとにTSPという統計

パッケージを用いてパネル分析を行った｡

回帰分析の結果は表3にまとめられている｡

すべての部門のデータに対して回帰分析した結

果,モデルで設けた5つの説明変数のうち,有
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表3 回帰分析結果 1

独立変数 1 2 3

4 50.01 -0.01 0.02
0.03 0.02C (0.84) (-0.32) (1.72)

(2,05) (1.42)RDGDO 0.36(0.64) 0.29(

0.54) 0.38(0.48)RDIND -0.81(-1.03) -0

.45(-0.06) 1.38(0.67)TFPI
ND 1.21(1.67) 1.18(

3.39)IMTGDO

-0.80(-0.93)INVGDO 0.3

5(1.12)DUM8790 -0.39 -0.27 -0.31 -
0.41 -0.44(-1.73)(-1.81)(-2.21)(-2.10)(-1.81)

R2 0.05 0.22

0.26 0.04 0.02倣fR2

0.0ご 0.12 0.20 0.03 0.01〟 8

4 84 51 84 糾サンプル 全部門 全

部門 製造業 全部門 全部門*サンプルはプール した28部門の1987-90,1990
-92,1992-95の3期間のクロスセ

クション時系列データ｡意な結果が得られ

たのは TFPINDだけである｡RDGDO,RDI

NDの両説明変数は,本分析では有意な結果が得

られなかった｡また,技術輸入のTFP成長

に対 して影響を表す説明変数IMTGDO,IN

VGDOについても有意な結果が得られなかった

｡一方,説明変数 TFPINDに関しては,全部

門のデータではなく製造業のデータだけについてもT

FPGRTに対する回帰分析を行った｡その結果が表3の

第3列である｡明らかに,製造業の場合,説明変

数 TFPINDの TFPGRTに対する説明力

が一層強くなった｡3 回帰モデルーその2:リンケー

ジ効果を考慮して一経済開発の進展に伴い,

経済の分業化が進み,産業部門間の取引が増加

する｡これは産業連関度の増大を意味 し,Leontief[1966]に

よってすでに指摘

されたことでもある｡ 産業連関分析の枠組では,いくつ

かのリンケージを測る係数が開発されており,ここでは,それを紹介し, 表4 回帰分析結果2 391 2 3 4C

-0.04 -0.74 -0.13 -0.13ト2.42) (-2.74) (-6.31) (-6.18)

TFPIND 0.75(2.00)

0.67(1.64)LINKl 2.
46(2.95) 2

.65(3.61)LINK2 0.05(6.

75) 0.05(6.57)R2 0.10 0.14 0.36

0.37修正R2 0.08 0.12 0.35 0

.35〟 封 封 84 84

*サンプルはプール した28部門の1987-90,1

990-92,1992-95の3期間のク

ロスセクション時系列データ｡分析に導入

する｡ひとつはa'i](-=九･aii/
P])価値係数の平均値でリンケージを

はかるというものである｡LINKl-∑,･姉/(N-1) j

≠i (9)もうひとつは,ある経済が

生産規模を拡大するためには,その経済を構成

するすべての部門の産出

がどれだけ増えなければいけないかを表すもの

で,次のように定義される｡LINK2,･-∑,･[(I-A')-1]り

(10)以上二つのリンケージ係数を使

ってTFP成長に対する回帰分析を行う｡ その

結果が次の表4にまとめられている｡産業

間の連関について直観的に考えると,ある部門

のTFP成長が高ければ,その部門の産出

単位あたりの生産コストが下がり,製品の価格
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に有意の関係が見られる｡ この回帰結果は,中

国経済では,産業部門間の連関関係がますます

深まっており,それが,産業部門間の知識 ･技

術の波及を有意にする要素が備わるようになっ

ていることを意味している｡

ⅠⅤ データベース

1 データソース

･中国国家統計局が編纂した 『中国産業連関

表』1981,1983,1987,1990,1992,1995

年各表｡

･『中国経済発展部門分析』(198ト95年接続

産業連関表)

･『中国科学技術四十年』(1949-1989年)
･『中国科技統計年鑑』1991年

･『中国対外経済貿易年鑑』
･『中国郷鎮企業統計年鑑』

本稿のTFP成長率の計測及び成長要因分析

に用いられた主なデータは,中国統計局が編纂

した各産業連関表 (延長表を含む)の時価表と

1990年価格に評価替えした各固定価格産業連関

表である｡1981年産業連関表及び1983年延長表

は24部門,1987年産業連関表は117部門,1992

年産業連関表は118部門,そして1990,1995年

延長表は33部門によって構成されている｡ 各ベ

ンチマーク表の部門分類を統一した上で1990年

価格で評価した各年実質表は,18内生部門分類

表と28内生部門分類表 (1987年以後)とから

なっている｡18部門分類は表 1に,28部門分類

は付表にそれぞれ示されている｡

2 利用方法

労働投入の計算の際に用いられたデータは

『中国統計年鑑』の部門別雇用者数人数である｡

そのデータは活動部門分類にされているので,

商品分類に組替えなおす必要がある｡ 本稿では

次のような処理を行って産業連関表データとの

整合をはかった｡

βを商品生産活動に投入した雇用者数として,

e-∑ ,(VT/tr)･N,

ただし,∫-VTJは各商品の総産出ベクトルで

あり,Jは単位ベクトルである｡ Vは産出マト

リックスで,V-ブが活動部門 日によって生産さ

れた商品jの金額量を表わしている｡ Nは活
動部門別の雇用者数である｡ 肩付き文字 Tは

転置行列を表わしている｡

1987年以後の資本投入コストの計算に当って

は,産業連関表の固定資本減耗償却データが用

いられる｡ しかし,1981年から1987年までの

TFP成長率の計測にあたっては,『中国経済

発展分析』に載せられている統一価格表には,

1981,83年表は,付加価値が1項目として計上

され,労働報酬,固定資本減耗,営業余剰など

それぞれの項目は別掲されていない｡『中国統

計年鑑』には恒久棚卸法 (perpetualinventory

method)を用いて推計された各工業部門の資

本ストックのデータが載せられているが,農業

とサービス業に関してはそのようなデータがな

い｡そのため,資本ストックのデータを利用し

て資本投入コストを計測するのは不可能になる｡

本稿は大胆な仮説を設けて資本投入コストを推

計した｡つまり,1987年の固定資本減価償却が

租付加価値にしめる割合を参考にし,1981,

1983年表の租付加価値から資本減価減耗を推計

するという方法を採用した｡

R&D投資の時系列データの作成に当っては,

1987年の R&D投資データは 『中国科学技術

四十年』,1987年以降は 『中国科技統計年鑑』
のデータに基づいている｡ それらのデータの統

計対象が各産業部門の大,中企業に限っている

ので,計算利用には処理が必要である｡ここで

は,R&D投資データに応じて大,中企業の産

出を用いて R&D投資集約度を求め,当該産

業の R&D投資集約度とする方法と,小企業

の R&D投資がゼロに等 しいと仮定し,大,

中企業の R&D投資データを当該産業の総

R&D投資として R&D投資集約度を求める方

法という二つの便宜的方法がありうるが,両方

とも近似的なものに過ぎない｡本稿は後者の方

法をとっている｡

技術売買のデータは,『中国科技統計年鑑』
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に記載されている技術輸入金額に基づいてまと

めた｡外資の直接投資のデータは,『中国対外

経済貿易年鑑』の外資利用契約の外資直接投資

額に基づいて作成されている｡

Ⅴ 分析結果の考察

中国は市場経済を積極的に採用し始めた1978

年から,マクロ経済が急速な成長を遂げている｡

こうした経済成長においては投入の増加による

成長がかなりの割合を占めているのは無論のこ

とではあるが,本稿では生産効率の改善による

成長に重点を置き,その成長の実態及び成長の

要因解明に努めた｡

1987-90期間を除けば,1981年以来,中国経

済の生産効率は大幅に改善されつつある｡ 時期

別の実績を見てみると,1981-83期間では,坐

産効率の改善による成長はマクロ経済成長の約

20%,1983-87期間では約40%,1990-92期間で

は約20%,そして1992-95期間では70%近い比

率をそれぞれ占めている｡

また,産業別に見ると,TFP成長が顕著な

部門としては農業,製造業,特に消費財関連の

製造業が挙げられる｡ 計測結果からわかるよう

に,農業部門ではすべての分析期間において生

産効率が改善されており,全分析期間の年平均

TFP成長率は2.36%に達している｡ 製造業の

中では,機械工業のTFP成長が群を抜いてい

て4.27%の高水準にある｡ それに続いて,衣

服 ･毛皮,木材 ･家具,製紙,食品などの消費

財生産部門も高い TFP成長を実現した｡一方,

エネルギー部門,建築,商業 ･飲食業などの

サービス部門の計測 TFP成長がマイナスに

なっている｡

エネルギー部門は,すべての分析期間におい

て,TFPが下降しているという計測結果に

なっている｡ その原因はいくつかが考えられる｡

1987年以降の分析期間に対しては,比較的細か

い分類でTFP成長が計測され,付表にまとめ

られている｡ 付表をみると,石炭 ･石炭製品部

門に関しては,マイナスのTFP成長は石炭採

掘部門のマイナスTFP成長によってもたらさ
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れ,石油 ･石油製品部門のマイナスの TFP成

長は石油採掘部門のマイナス成長によるところ

が大きい｡したがって,この二つの部門に関し

て言えば,採掘条件が厳しくなっていることが

生産コストを高め,マイナスの成長をもたらす

原因のひとつと言えるだろう ｡ また,第Ⅱ節で

も触れたように,中国国内でエネルギー製品に

2部価格制がとられており,生産コス トの変化

が製品価格に反映されにくいことも計測 TFP

成長がマイナスになっている原因のひとつと言

えよう｡

建築,商業 ･飲食業などのサービス部門にお

いても,計測 TFPがマイナスの結果になって

いるが,その原因のひとつは統計データの精度

に問題があり,計測 TFP成長にその影響が及

んだと筆者は推測している｡

TFP成長の要因に関する回帰分析からは,

技術 (TFP成長)のスピルオーバーを表す係

数 TFPINDに関する回帰分析から有意な結果

が得られた｡それはある部門での生産効率の改

善が産業間連関を通じて他部門へと波及 して

いったことを示している｡ すなわち,川上部門

の技術進歩が,他部門の生産性の上昇に大きな

影響を与えられたのは,川下部門が川上部門の

より優れた技術を体化した中間財の購入ととも

に,それらの産業に生じた技術進歩を吸収した

からである｡ また,リンケージ係数,すなわち

産業間連関の強度を表わす係数の対 TFP成長

率回帰の結果からは,TFPGRTとリンケージ

係数がプラスの相関関係にあることがわかった｡

つまり,ここ15年間においては,中国の産業間

連関が深まってきており,それが各々の部門で

起こった技術進歩が他部門へとスピルオーバー

していくための条件を整えたと結論付けること

ができる｡

R&D投資の TFP成長に果たす役割は今回

の研究では検証されていない｡また,技術輸

入係数とTFP成長との間に強い相関関係を見

つけることもできなかった｡これらの3つの

説明変数の間では,R&D投資の集約度係数

RDGDO,外国資本の直接投資係数 INVGDO
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は,t値が小さいものの,回帰係数がプラスに

なっている｡ つまり,R&D投資と外資の直接

投資が TFP成長に有意に働いていることが言

えよう｡ このことは,R&D投資が多く行われ,

そして外資の投資が集中している製造業部門が

分析期間において高い TFP成長を実現してい

ることからも明らかである｡ 回帰分析から強い

相関関係が出ていない理由としては次のように

考えられる｡ 前の図1から明らかなように,分

析期間においては,労働生産性の向上が TFP

成長の主な促進要因になっている｡ そして分析

期間中では,労働生産性の向上には,R&D投

資あるいは技術輸入などの要素よりも,経済政

策による経済環境の改善及び経営手法の改良に

よる生産効率の向上のほうが効果的に働いてい

る｡ その結果,R&D投資と技術輸入係数が

TFP成長に及ぼす影響が回帰分析では強く出

てこなかったのだろう｡

また,この理由についてのもうひとつの考え

方も可能である｡ つまり,回帰分析において

R&D投資と技術輸入が TFP成長に有意な影

響を及ぼしていないという事実は,効率的な

R&D投資および技術輸入が行われていないこ

とを意味する｡ というのは,戦後日本の国内企

業が研究開発投資を行ったにもかかわらず,欧

米との技術格差が段々大きくなっていった｡そ

して外国先進技術が日本国内の技術進歩に大い

に役立った理由は,その輸入技術を消化する基

盤が存在し,また,日本企業は輸入した技術を

消化しさらに進歩させるために,積極的に研究

開発投資を行い,その輸入技術を企業の生産性

向上に最大限に生かせたなどの結論が戦後日本

経済に関する研究から出されている｡ つまり,

積極的に輸入技術を消化し発展させる研究開発

投資は輸入技術を役立てる上で必要不可欠な条

件である｡ 一方,中国では輸入技術が有効に働

いていない｡このことは輸入技術を吸収する基

盤が存在せず,そして R&D投資が行われて

いるものの,輸入技術を生かすための研究開発

活動が積極的に行われていないことに起因する

ということを,日本経済に関する分析結果に
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付表 産業部門別 TFP成長 (1987-95)

TFP成長率 (年率,%)

1987-90 1990-92 1992-

95農 業 0.60 2.44

5.95石 炭 -5.23 -

6.01 5.77原油 .天然ガス -4.94

-10.89 -13.24金 属 鉱 業

-2.08 2.05 2.70その他の鉱業 -3.65 0.45 4.

35食 料 品 2.10 -0.54 5

.76繊維工業製品 -0.44 2

.72 2.45衣 服 . 毛 皮 3,3

5 1.60 6.41木 材 . 家 具 3

.49 3.08 6.03製紙 .文芸用品

2.10 2.82 3.39電力 .熱供 給 -5.10 -2.02 -6

.03石 油 製 品 0.17 -3.

91 -2.61石 炭 製 品 2

.14 1.64 -0.87化 学 工 業

0.45 3.61 3.12建 材 3.18 5.ll 3.80

金 属 加 工 業 -3.34 0.31 -

0.43金 属 製 品 2.91 4.

72 4.80一 般 機 械 4.57 4

.19 5.28交通運輸機械 2.14

1.82 2.82電 気 機 械

1.18 3.35 5.28電子 .通信機

械 1.56 5.20 6.87その他の製造業 4.70 7.01 8.06

建 築 -2.10 -1.12 1.81運 輸 . 通 信 -2.75 -1.22

-2.84商業 .飲 食業 -5.34 -6.06 0.81

金 融 . 保 険 -1.69 -13.31

0.75その他のサービス -2.92 3

.35 -3.33公 務 -4.07

-4.14 1.49よって推量できるだ

ろう｡さらに考えると,かつての日本では,

技術輸入は主にライセンスの購入などによって

行われており,対日直接投資の自由化は196

0年代後半に開始されたが,外資の直接投資が

日本の製品市場に占めるシェアは一般に低水準

に止まった｡海外企業はこのような状況下では
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遠は結果に大きな違いを生むだろう｡ 資金が不

足している中国経済にとっては,外資投資はマ

クロ経済に血液を注入するようなもので有難い｡

と同時に,外資企業の技術水準は一般に国内企

業より進んでいるため,国内企業がいかにして

外資企業との競争において敗れることなく,技

術の改善をはかり,市場経済のもとで,技術進

歩によって競争力を身につけて生き延びていく

かに,中国経済の今後の行方がかかっていると

も言える｡

今回の分析からは,ここ15年間の中国経済の

TFP成長は,R&D投資,技術輸入によって

もたらされる生産技術の向上よりも,広義の技

術進歩,つまり経営手法の改善と経済政策の有

効性によるところが大きいと言えよう｡ いまま

での中国経済は,文化大革命以後の経済の混迷

から抜け出すところにあり,そのため,生産効

率をめぐる大幅な改善があっても当然だし,そ

してそのような改善には限度があるのも自明で

ある｡ 今後の中国経済にとっては,研究開発投

餐,技術輸入などあらゆる方法を効率的に利用

して,技術革新及び新しい技術の開発 ･利用を

はかり,技術進歩によるTFP成長を追求する

ことが最重要な課題になってくるのではなかろ

うかと筆者は考える｡
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